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タイ 
 
※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

海外電子サービスプロバイダーの VAT 課税 

2020 年 6 月 9 日に、歳入法の改正案が閣議決定されました。これにより、タイ国内の顧客に電子サービスを提

供する海外のサービスプロバイダーに VAT が課されることになります。海外サービスプロバイダーがタイ国内で VAT 登

録を行っていない者に電子サービスを提供し、当該サービスがタイ国内で使用されている場合、海外サービスプロバ

イダーはタイで VAT の登録を行う必要があり、タイでの当該サービスからの収入が年間 180 万タイバーツを超過す

る場合は VAT を支払うことになります。海外サービスプロバイダーが国外のデジタルプラットフォームを介してタイの受

領者に電子サービスを提供している場合、当該国外デジタルプラットフォームの所有者はタイで VAT の登録を行う

必要があります。さらにタイで国外デジタルプラットフォームによって生じた収入が年間 180 万タイバーツを超過する
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場合は VAT を支払うことになります。改正案の狙いは、国内およ及び海外のサービスプロバイダーの公正な競争と

公正な VAT の関税関係を促進することです。改正案によると、例えば、海外サービスプロバイダーの支払う VAT

は、Input VAT を差し引かない Output VAT の金額であり、海外サービスプロバイダーはタックス・インボイスの発

行を禁止されています。 

  

土地建物税の 90％軽減 

2020 年 6 月 2 日に、農業、住居、また又は他の特定の目的で使用されている土地と建物、及および未使用の

土地と建物について 2020 年課税年度の土地建物税を 90％軽減する法案を閣議決定しました。  

教育を奨励するための税制措置 

2019 年 5 月 31 日付勅令第 681 号により、国立教育機関およ及び適格の私立学校への金銭また又は資産

の寄付寄附に関して、所得税、付加価値税、特定事業税およ及び印紙税が免除されていました。ただし、この免

税は私立学校を管轄する法律に基づく非公式な学校、また又は条約あるいはタイ政府と国連専門機関の間の

合意に基づき設立されたタイ国内の教育機関への寄付寄附には適用されませんでした。さらに、この免税は歳入

局の電子プラットフォーム（e-Donation platform）を介した寄付寄附にのみ適用され、2019 年 12 月 31 日に

終了しました。しかし、更なる教育支援の寄付寄附を奨励する目的で、タイ閣議において 2020 年 6 月 2 日に

新たな措置が閣議決定され、電子プラットフォーム e-Donation Platform を介して行われた上述の寄付寄附に

関する税務優遇を、2020 年 1 月 1 日から 2021 年 12 月 31 日までに遡及的して延長することになりました。      

 

移転価格開示フォームの提出期限の延長  

2020 年 5 月 29 日に、歳入局の電子プラットフォームを介して移転価格開示フォームを提出する場合の提出期

限を延長する通達が財務省から公表されました。移転価格開示フォームは、通常、会計年度の最終日から 150

日以内に提出する必要があります。しかし、今回公表された通達により、2020 年 1 月 1 日から 2021 年 1 月

31 日の期間に提出期限が到来する場合、電子プラットフォームによる提出に限り、提出期限がさらに 8 日間延

長されます。この延長は、電子プラットフォームを介して提出される移転価格開示フォームとその修正にのみが対象

となります。   

 

農業目的で使用される土地の基準 

2020 年 1 月 30 日に内務省およ及び財務省は、土地建物税法（仏歴 2562 年）に関連する通達を公表し

ました。この通達では「農業で使用される土地」として分類されている土地の所有者が従うべき最低限の要件が規

定され、農耕、植栽、畜産の最低必要量などが定められています。 
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スーパー セービングス ファンドへの投資に関する個人所得税の所得控除 

2020 年 6 月 11 日付歳入局長官通達第 376 号は、スーパー セービングス ファンドへの投資に関する個人所得

税の所得控除の規則を定めています。この通達によると、所得控除を利用するには、購入された口数が次のよう

な投資方針を有するファンド、つまり、純資産価値の 65％以上をタイ証券取引所に上場している証券に投資し

ているファンドに投資していなくてはなりません。所得控除の対象となる投資総額は 20 万タイバーツが上限額とな

ります。さらに、投資口数は 2020 年 4 月 1 日から 2020 年 6 月 30 日の間に購入され、購入日から 10 年以

上、納税者が保有する必要があります（障害又は死亡による投資の払戻しの場合は除きます）。 

 

電子プラットフォームを介した納税申告・納税規則 

2015 年 2 月 10 日付歳入局長官通達によると、納税申告書が歳入局の電子プラットフォームを介して提出され

る場合、これに該当する納税は歳入局事務所でのみ行うことができました。しかしながら、2020 年 6 月 17 日に

歳入局長官は新たな通達（第 17 号）を発表し、歳入局の電子プラットフォームを使用した納税申告の場合は

電子支払のみで納税できると定めました。 
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